
比内支援学校 いじめ防止基本方針 

 

（１）いじめの定義 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）いじめ問題に関する基本的な方向性 

 ・教職員は「いじめはどの児童生徒にも、どの学校でも起こりうる」という共通認識の下、全ての児

童生徒が「いじめを行わない」「いじめを認識しながら傍観しない、放置しない」学校（学部・学

級）経営に努め、いじめの未然防止及び早期発見に取り組む。 

 ・全ての児童生徒に「いじめは絶対に許されない、いじめが犯罪行為として取り扱われる場合がある

ことを理解させるとともに、自他の違いや個性を認め、思いやりの心を育む中で、児童生徒自身が

いじめをなくすために主体的に行動する態度を育む。 

 ・日頃から、児童生徒に関する情報を職員や家庭間で共有するとともに、いじめ問題に関する積極的

な校内体制を強化する。 

 

（３）学校の取組 

  ● いじめの防止のために（日々の学校・学級経営を中心に） 

   ・全員が安心して過ごせる学部・学年・学級での環境づくり（児童生徒に寄り添う姿勢、不適切

な言動及び体罰防止の徹底） 

   ・全員が分かる、活躍できる授業づくりと互いに認め合う場面設定（自己肯定感を高める実践） 

   ・集会や学級活動（ホームルーム）時における、道徳教育や人権教育の充実 

   ・仲間と困難を乗り越えたり、地域の人に感謝されたりする学習内容の設定 

・児童生徒や保護者が、悩みや困りごとを教職員に相談できるような信頼関係の構築 

   ・児童生徒の様子の把握、変化への気づきと情報共有（複数の目で） 

  

  ● 早期発見のために 

   ・休み時間や放課後の雑談、部活動担当との情報交換による交友関係や悩みを把握（主に担任） 

      ・定期的に「いじめ・不登校対策委員会」を開催し、いじめに発展しそうな案件の把握、今後の

指導方針等の確認 

   ・生徒アンケート及び生徒面談の定期的な実施（中高：年３回）、個別面談や家庭訪問時の聞き

取り（担任） 

   ・保健室利用状況等に関する養護教諭との情報共有（担任、生徒指導） 

   ・登下校指導や休み時間の校内巡視による児童生徒の生活の場の点検（管理職・生徒指導） 

   ・学校の教育相談体制の定期的な評価及び点検（管理職） 

「いじめ」とは、児童生徒に対して、当該児童生徒が在籍する学校に在籍している等当該児童

生徒と一定に人的関係にある他の児童生徒が行う心理的又は物理的な影響を与える行為（インタ

ーネットを通じて行われるものを含む。）であって、当該行為の対象となった児童生徒が心身の

苦痛を感じているものをいう。 

（いじめ防止対策推進法 第１章 総則・定義 第２条、秋田県いじめ防止対策推進条例 第１ 

章 総則・定義 第２条 より） 



  ● いじめを認知した際に・・・ 

   ・いじめが疑われる行為を発見した、またはいじめの相談や通報を受けた場合には、速やかに関

係児童生徒から聞き取りを行うなどして情報収集し、正確な事実確認を行う。 

   ・いじめの事実が認められた場合、管理職を中心に指導・支援体制（注１）を組み、いじめられ

た児童生徒、いじめた児童生徒、および保護者への対応を検討する。 

   ・いじめられた児童生徒に対しては、徹底的に守り通すことを約束し、「あなたが悪いのではな

い」ことなどを伝えるなどして、不安を除去し、自尊感情を高められるような働き掛けを行う。 

    また、安心して学校生活を送れる環境設定に努める。 

   ・いじめを行った児童生徒に対しては、「いじめが決して許される行為ではない」ことを理解さ

せるとともに自らの行為の責任を自覚させる。また、教育上必要があると判断した場合、学校

教育法第１１条に基づき、児童生徒に対して懲戒を与える。ただし、その際に「いじめ」行為

に及んだ背景にも目を向けながら、方針を決定する。 

   ・当該児童生徒の保護者に対しては、家庭訪問等により判明した事実関係や学校における対応、

家庭との連携方法を適時伝える。 

   ・いじめが犯罪行為として取り扱われるべきものであると認めるときは、所轄警察署と連携して

これに対処するものとし、学校に在籍する児童等の生命、身体又は財産に重大な被害が生じる

恐れがあるときは直ちに所轄警察署に通報し、適切に援助を求める。 

 

   ＜いじめが収束したと思われても・・・＞ 

   ・いじめに直接関与しなかった児童生徒に対しても、いじめを見た時に誰かに伝える勇気が大切

であることや、傍観したり、はやし立てたりする行為が加担する行為と一緒であることなどを

伝え、再度いじめが起きないような学校・学級風土の醸成に努める。 

    

（注１） いじめを認知した場合「いじめ・不登校対策委員会」を招集する。構成員は校長・教頭・

教育専門監・学部主事・学級担任・特別支援教育コーディネーター・生徒指導主事を基

本とし、その状況に応じて必要な人員を加えるものとする。また、国、県、市町村、地

域住民、家庭その他の関係者の相互の連携協力の下に、いじめの問題を克服することを

目指す。 

 

  ●いじめ重大事態への対応 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

重大事態とは 

一 いじめにより当該学校に在籍する児童等の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑い

があると認めるとき 

二 いじめにより当該学校に在籍する児童等が相当の期間学校を欠席することを余儀なくさ

れている疑いがあると認めるとき 

（いじめ防止対策推進法 第５章 重大事態への対処 第２８条より） 



＜重大事態発生時の対応＞ 

① 「重大事態の疑い」が生じた段階で県教育委員会と情報を共有し、調査を開始する。 

② 調査結果を直ちに県教育委員会へ報告する。 

③ 調査によって明らかになった事実関係について、いじめを受けた児童生徒やその保護

者に対し必要な情報を適切な方法で提供・説明する。 

④ 調査結果を踏まえ、再発防止に必要な措置を講じ、以後の指導に生かす。 
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